
 

平成２９年労働組合基礎調査結果（埼玉県） 

 

 

 

 この調査は、埼玉県内のすべての労働組合を対象に、組合員数の状況等について毎年実施しているものである。 

 

 

 

１ 調査対象労働組合 

  調査の対象とした労働組合は、県内に所在し、労働者が主体となって自主的に労働条件の維持改善、その他経済 

 的地位の向上を図ることを主たる目的として組織されている団体 

 

２ 調査時点 

  平成２９年６月３０日現在 

 

３ 調査方法 

  勤労者福祉課、各地域振興センター（南部、南西部を除く）及び各地域振興センター事務所職員の訪問、郵送等 

 による調査 

 

４ 調査結果の概要 

 (1) 労働組合数及び労働組合員数 

   県内の労働組合数は１，６９７組合、労働組合員数は３５４，３１３人である。前年と比較して、労働組合数 

  は２７組合（１．６％）、労働組合員数は１，５９９人（０．４％）減少した。 

 

 第１表  年次別労働組合・労働組合員数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項
目

年 組合数
対前年
増加率
（％）

指　数
(平成19年=100)

組合員数
対前年
増加率
（％）

指　数
(平成19年=100)

1,912 △ 0.3 100.0 381,778 0.6 100.0

1,892 △ 1.0 99.0 384,894 0.8 100.8

1,867 △ 1.3 97.6 383,307 △ 0.4 100.4

1,863 △ 0.2 97.4 386,484 0.8 101.2

1,844 △ 1.0 96.4 373,379 △ 3.4 97.8

1,857 0.7 97.1 368,770 △ 1.2 96.6

1,861 0.2 97.3 365,359 △ 0.9 95.7

1,822 △ 2.1 95.3 368,408 0.8 96.5

1,787 △ 1.9 93.5 361,353 △ 1.9 94.7

1,724 △ 3.5 90.2 355,912 △ 1.5 93.2

1,697 △ 1.6 88.8 354,313 △ 0.4 92.829
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 (2) 産業別組織状況 

 産業別の組織状況をみると、労働組合数は「製造業」が５３４組合（全体の３１．５％）と最も多く、次いで、

「運輸業、郵便業」が２６５組合（同１５．６％）、「卸売業、小売業」が１８０組合（同１０．６％）などと

なっている。 

 労働組合員数でも「製造業」が９３，０１７人（全体の２６．３％）と最も多く、次いで、「建設業」が 

８６，８４７人（同２４．５％）、「卸売業、小売業」が６５，００８人（同１８．３％）などとなっている。 

 

 第２表  産業別組織状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

156 9.2 86,847 24.5

( 156 ) ( 9.0 ) ( 86,722 ) ( 24.4 )

534 31.5 93,017 26.3

( 541 ) ( 31.4 ) ( 95,043 ) ( 26.7 )

28 1.6 3,584 1.0

( 28 ) ( 1.6 ) ( 3,635 ) ( 1.0 )

25 1.5 4,392 1.2

( 27 ) ( 1.6 ) ( 4,761 ) ( 1.3 )

265 15.6 41,023 11.6

( 276 ) ( 16.0 ) ( 41,201 ) ( 11.6 )

180 10.6 65,008 18.3

( 191 ) ( 11.1 ) ( 64,640 ) ( 18.2 )

76 4.5 19,319 5.5

( 74 ) ( 4.3 ) ( 18,767 ) ( 5.3 )

6 0.4 2,728 0.8

( 6 ) ( 0.3 ) ( 2,420 ) ( 0.7 )

109 6.4 5,155 1.5

( 109 ) ( 6.3 ) ( 5,408 ) ( 1.5 )

100 5.9 6,066 1.7

( 99 ) ( 5.7 ) ( 5,577 ) ( 1.6 )

8 0.5 519 0.1

( 8 ) ( 0.5 ) ( 469 ) ( 0.1 )

88 5.2 7,074 2.0

( 89 ) ( 5.2 ) ( 7,051 ) ( 2.0 )

95 5.6 19,001 5.4

( 93 ) ( 5.4 ) ( 19,629 ) ( 5.5 )

27 1.6 580 0.2

( 27 ) ( 1.6 ) ( 589 ) ( 0.2 )

1,697 100.1 354,313 100.1

( 1,724 ) 100.0 ( 355,912 ) 100.1

サービス業

建設業

製造業

電気・ガス・
熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

金融業、保険業

宿泊業、
飲食サービス業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

項 目

(注)　１　構成比は、小数点第２位を四捨五入しているため、合計が100％にならない場合がある。

　    ２　（　　）内は、前年数値である。

      ３　「サービス業」には、学術研究、専門・技術サービス業、生活関連サービス業、娯楽業を含む。

        能の産業である。

      ４　「その他」とは、農業、林業、漁業、鉱業、採石業、砂利採取業、不動産業、物品賃貸業及び分類不

組合数 構成比（%） 組合員数 構成比（%）

労働組合 労働組合員

卸売業、小売業

公務

その他

合計

業 種



 (3) 企業規模別（民営企業）組織状況 

   民営企業の労働組合数及び労働組合員数を企業規模別にみると、労働組合数では、従業員１，０００人以上の 

  企業の労働組合の割合が民営企業全体の３９．４％を占め、労働組合員数でも従業員１，０００人以上の企業の 

  労働組合員の割合が民営企業全体の５８．１％を占めている。 

 

 第３表  企業規模別（民営企業）組織状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (注) １ 構成比は、小数点第２位を四捨五入しているため、合計が100％にならない場合がある。 

     ２ （  ）内は、前年数値である。 

     ３ 「その他」とは、２つ以上の企業の従業員で組織している労働組合である。 

 

 

 (4) パートタイム労働者の組合員 

 労働組合員数のうちパートタイム労働者についてみると、５４，８７１人で、前年より３６７人（０．７％）

増加した。 

 また、県内の全労働組合員数に占める割合も０．２ポイント増加し、１５．５％となった。 

 

 第４表  パートタイム労働者の組合員 

      項 

    目 

  年 

  パートタイム労働者の 

  組合員数 

            （人） 

対 前 年 

増 加 率 

       （％） 

 県内全労働組合員数  

 に占める割合 

         （％） 

 

２５     ４５，４３７    １．２     １２．４ 

２６     ５１，５０８   １３．４       １４．０ 

 ２７      ４８，７３８   △５．４    １３．５  

 ２８      ５４，５０４   １１．８    １５．３  

 ２９     ５４，８７１    ０．７    １５．５  

 

項目

企業規模

310 20.2 123,201 37.2

( 318 ) ( 20.4 ) ( 119,844 ) ( 36.1 )

1,000～ 295 19.2 69,261 20.9

4,999人 ( 308 ) ( 19.7 ) ( 72,028 ) ( 21.7 )

　500～ 121 7.9 17,306 5.2

999人 ( 123 ) ( 7.9 ) ( 17,694 ) ( 5.3 )

　300～ 107 7.0 13,951 4.2

499人 ( 107 ) ( 6.9 ) ( 14,139 ) ( 4.3 )

　100～ 238 15.5 15,510 4.7

　　　299人 ( 242 ) ( 15.5 ) ( 15,949 ) ( 4.8 )

　 99～ 216 14.1 5,669 1.7

30人 ( 214 ) ( 13.7 ) ( 5,840 ) ( 1.8 )

77 5.0 837 0.3

( 79 ) ( 5.1 ) ( 963 ) ( 0.3 )

171 11.1 85,309 25.8

( 171 ) （ 10.9 ） ( 85,236 ) （ 25.7 ）

1,535 100.0 331,044 100.0

( 1,562 ) 100.1 ( 331,693 ) 100.0
合　計

労働組合 労働組合員

組合数 構成比（%） 組合員数 構成比（%）

5,000人以上

29人以下

その他



 (5) 年次別推定組織率の推移 

 労働組合員数を県内の推定雇用者数で除した推定組織率は、前年より０．３ポイント減少し、１３．７％とな

った。 

 

 第５表  推定組織率の推移 

 

      項 

    目 

  年 

埼玉県 全 国  

 労働組合員数 

     （人） 

雇 用 者 数 

     （人） 

推定組織率 

      （％） 

労働組合員数 

     （人） 

雇 用 者 数 

      （人） 

 推定組織率 

      （％） 
 

２５    365,359   2,510,087      14.6    9,874,895    55,710,000      17.7  

２６    368,408   2,483,589       14.8    9,849,176    56,170,000      17.5  

 ２７      361,353    2,504,812       14.4   9,882,092   56,650,000    17.4  

 ２８      355,912    2,537,974       14.0   9,940,495   57,400,000    17.3  

 ２９      354,313    2,585,727       13.7   9,981,437   58,480,000      17.1  

 （注）１ 平成２５年の埼玉県の雇用者数は、「平成２１年経済センサス基礎調査」（総務省統計局）の 

     埼玉県雇用者数に、平成２１年６月と２５年６月の「労働力調査」（総務省統計局）の全国雇用者 

     数から算出した雇用者数の伸び率を乗じて算出した推計値。 

    ２ 平成２６年の埼玉県の雇用者数は、「平成２６年経済センサス基礎調査」（総務省統計局）による。 

    ３ 平成２７～２９年の埼玉県の雇用者数は、「平成２６年経済センサス基礎調査」（総務省統計局） 

     の埼玉県の雇用者数に、平成２６年６月と各年６月の「労働力調査」（総務省統計局）の全国雇用者 

     数から算出した雇用者数の伸び率を乗じて算出した推計値。 

 

 

 


